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研究成果の概要（和文）：本研究は、本国民と移民のデータを用いる新しいアプローチ(epidemiological 
approach in economics)を日本の女性労働参加の分析に応用・拡張し、経済要因と文化要因の両方より、女性の
労働参加の決定要因を明らかにした。分析の背景にある在日外国人の就業、失業、家庭などの状況も考察した。
日本に長期滞在した外国人女性は、日本人女性と同様の経済社会環境に直面しているにも関わらず、ほかの条件
が一定の下で、労働に参加する確率が日本人女性より有意に高いことが示され、文化の変数を分析に取り入れた
結果、経済要因と文化要因の両方が女性の労働参加に有意な影響を与えることが分かった。

研究成果の概要（英文）：This study examines Japanese female labor force participation (LFP) applying
 the epidemiological approach in economics (EAE), which identifies the roles of cultural and 
economic factors in determining economic outcomes using native and immigrant data. Immigrant 
situations of employment and family in Japan are also carefully examined in the analysis. We find 
that the probability of married female LFP of long-term immigrants is significantly higher than that
 of natives, controlling for human capital, family, and region of residence. The decomposition 
results show that our estimation model successfully explains 93.6% of female LFP difference between 
natives and long-term immigrants, with culture having the largest contribution, greater than that of
 the women’s own education and that of their husbands. The estimation results provide empirical 
evidence that the LFP decision is significantly determined by both economic and cultural factors.

研究分野：労働経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、新しい手法で日本における女性の労働参加の決定要因を分析し、経済・社会的要因と文化的要因を
識別するアプローチを日本のデータに適用する初の研究である。
　社会的意義として、女性就労を促進するには、経済・社会環境の改善のみならず、人々の意識に関する文化の
役割も重要であることが示された。「女性活躍」政策や、『女性版骨太方針2022』にあるような、「女性の経済
的自立」、「男性の家庭・地域社会における活躍」に関する女性の労働市場参加を評価する社会的価値観を普及
することが、女性就労の促進につながることについて、実証的なエビデンスを提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
日本における既婚女性の低い労働参加率は、学術的にも政策的にも注目されている。その原因
として、長時間労働や男女格差問題などの経済・社会制度的な要因が指摘されているが、未だ説
明できない部分が多い。経済学では近年、文化（culture）—人々の価値観（attitude）や信念（brief）
—に関連する要因が経済成果に与える影響の研究が進められ、文化的要因と経済的・社会的要因
を識別するため、本国民と在住移民のデータを用いる新しいアプローチ（Epidemiological 
Approach）が開発された。本研究計画は、それを日本の女性労働供給の分析に応用・拡張する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本における女性の労働供給について、日本人女性と日本に居住する外国人
女性のデータを用いて、経済・社会的要因と、文化的要因を識別した上で決定要因を明らかにす
ることである。そして、経済学における女性の労働参加の研究に対して、同じ経済・社会環境に
直面する異なる文化を持つ個人の分析を通じて、学術的な発展に寄与することを目指す。 
 
３．研究の方法 
本研究の主の方法は、本国民と移民のデータを利用する新しいアプローチ（Epidemiological 
Approach in Economics）である。同アプローチは、もともと疫学者たちが疾病を引き起こす要
因について、遺伝子的な要因と環境の要因を識別するために、移民と本国民のサンプルを用いた
方法である。経済学者がそれを参考にして、同じ経済・社会の下において異なる文化的背景を持
つ個人の経済成果（economic outcomes）を分析することによって、文化の影響を経済・社会的
要因の影響から区別する研究を行った（Fernández 2011）。例えば、Algan and Cahuc (2010)は
このアプローチで、外国人の親から生まれた米国人のサンプルを用いて、社会的態度（social 
attitude）が経済発展に与える影響を明らかにした。同様のアプローチで、文化が女性の労働供
給に与える影響について米国でいくつかの研究が行われ、興味深い結果が得られている（Blau 
et.al. 2013; Fernandez and Fogli 2009 等）。しかし、それらの研究の対象は女性が活躍しや
すい経済・社会であり、女性（特に既婚女性）の労働参加が低い国はまだ分析されていない。そ
こで本研究は、同アプローチの手法を日本の分析に応用し、文化の影響と経済・社会的要因の影
響を識別する形で、日本における女性の労働供給の決定要因を明らかにする。 
 
 
４．研究成果 
本研究はまず、論文「Labor Force Participation of Married Female Immigrants: Evidence 
from a Low Female-LFPR Host Country」(RIETI ディスカッション・ペーパー20-E-019、萩原里
紗氏と共著)では、日本に滞在期間が長い外国人グループと来日初期の外国人グループのそれぞ
れの分析を通じて、日本にいる外国人既婚女性の労働参加を実証的に分析した。他の外国人を受
け入れてきた国々とは異なり、日本は、女性就労が比較的進んでいない国である。女性の労働参
加率が日本より高い国から来た外国人労働者は、長期的に日本に居住すると、日本人と同化する
ことによって、労働参加率が低下するという懸念がある。しかし、本研究の結果では、個人や世
帯などの属性をコントロールしても、日本に長期的に居住しても、労働参加率が来日 0-5 年未満
の平均率と比べて低下しないことが分かった。さらに、外国人女性の就労の決定要因については、
日本人女性と同様に、教育、夫の収入、親との同居などに影響される一方、出身国の文化からの
影響も大きいということが示された。 
それから、本研究の中に最も重要な成果として、論文「Female Labor Force Participation 
in Japan: An epidemiological approach using native and immigrant data」(RIETI ディスカ
ッション・ペーパー23-E-023、萩原里紗氏と共著)で、本国民と在住移民のデータを用いる新し
いアプローチを日本の女性労働参加の分析に応用・拡張し、日本人と在日外国人の既婚女性の労
働参加の決定要因を明らかにした。これまで、女性の労働市場での活躍を制約する要因には、男
女間格差、長時間労働、税制度など、就労に関する経済的・社会的環境が指摘されてきた。しか
し、日本に長期滞在する外国人女性は、日本人女性と同様の環境に直面しているにも関わらず、
労働参加率が日本人女性より有意に高いことが本研究の結果で示されたため、外国人と日本人
の異なる文化による影響が存在すると推測して分析を進めた。文化とは、海外の先行研究では
「社会的・地理的に異なる集団の中にある好みや信念の系統的な違いと定義され（Fernández and 
Fogli 2009）、本研究はそれに従い、「文化」を「集団における社会的な価値観」と解して分析を
行った。「世界価値観調査」に基づく文化の変数を分析に取り入れた結果、女性就労に対して、
経済要因と文化要因の両方が有意な影響を与えることが分かった。具体的には、既婚女性が労働
に参加する確率に対して、文化、女性本人の教育レベル、夫の教育レベルと職歴が有意な影響を
与えることが明らかとなった。そして、文化と女性本人の学歴（大卒以上）の影響は、既婚女性
の労働に参加する確率をそれぞれ−4.9 パーセントポイント（専業主婦に対する価値観が高いほ



ど労働参加確率が低下）、＋5.1 パーセントポイント（大卒以上の高い学歴を有すると労働参加
確率が上昇）であり、両者の大きさは近いことがわかった。その他、公共住宅居住、子どもや高
齢者との同居、居住地域の人口規模、持ち家についても、有意な結果を得た。最後に、本研究の
要因分解に用いた分析モデルでは、日本人と外国人の既婚女性の労働参加率の差を 93.6%説明で
き、そのうち、文化要因は 25.8%、女性本人の教育水準は 21.1%、夫の教育水準は 23.6%を説明
できることが示された。 
上述の研究を行った際に、分析対象の全体像を把握するために、論文「選択的な外国人受け入
れ政策の下にある外国人住民の実態」(RIETI ポリシー・ディスカッション・ペーパー21-P-008、、
萩原里紗氏と共著)で、日本人との比較を通じて、外国人の就業と家庭などの実態を明らかにし
た。また、女性の労働参加は、失業の状況からも影響されるため、補足分析として、外国人の失
業および決定要因も考察した(論文「Unemployment Gap between Long-term Immigrants and 
Natives in Japan: Considering heterogeneity among immigrants from Asia, the US and UK, 
and South America」、RIETI ディスカッション・ペーパー22-E-024) 。同論文では、国別で調べ
た結果、男女ともに、アジア出身者と南米出身者は失業率が日本人より高い傾向と、米英出身者
は失業率が日本人より低い傾向になることが分かった。しかし、人的資本、個人と世帯の特性、
居住地域をコントロールして分析を行った結果、米英出身者を含みすべての外国人は、失業する
確率は日本人より高いことが示された。それから、従事する仕事の業種と職種もコントロールし
て、正規雇用を分析した結果、米国出身の女性は日本人女性より正規雇用の確率が高いが、その
ほかの外国人は、日本人と比べて正社員になる確率が低いことが示された。最後に、非線形要因
分割を用いて、それぞれの外国人グループと日本人との間の格差について、各要因の寄与度を示
した。 
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